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は じ め に 

  

 

熱海市給水装置標準計画・施工指針は、「安全でおいしい水」を安定的に供

給するための工事標準化を目的に作成している。そのなかで、関係法令等の改

正や給水装置の設計施工技術の統一化、耐震性能を有する管材の普及促進など

により、本指針も改正を行ってきた。 

特に、大規模地震などの自然災害時による給水装置等の被害を少なくすると

ともに、万一被災した場合において、迅速で適切な復旧を目的としたものであ

る。 

 本指針が、給水装置に携わる関係各位に活用され、ご理解とご協力のもと熱

海市水道事業の健全な発展に寄与することが出来れば幸いです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                   熱海市公営企業部水道温泉課 
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第１章 給水装置の概念 

1 給水装置の定義 

給水装置とは、需要者に水を供給するために水道事業者の施設した配水管から分

岐して設けられた給水管及びこれに直結する給水用具をいう。(水道法第 3 条第 9

項)。 

2 配水管 

需要者に水道水を供給するために市が施設した管をいう。 

3 給水管 

市が施設した配水管又は他の給水装置から分岐して設けられた管をいう。 

4 給水用具 

1. 給水管及びこれに直結する分水栓、止水栓、量水器、逆止弁、給水栓、その他

の給水用具をいう。 

2. 給水用具には、止水栓筐(市の紋章入り)、量水器筐(市の紋章入り)その他の付

属用具を備えなければならない。 

5 給水装置の種類 

（熱海市水道条例第 4 条） 

1. 専用栓 

1) 一般用 一般家庭用及び営業用その他として使用するもの 

2) 共同浴場用 共同浴場用に使用するもので市長が別に定めるもの 

2. 特別栓 

熱海市水道条例第 43 条第 1 項に規定する事業に使用するもの 

3. 消火栓（私設消火栓を含む。） 

消防用に使用するもの 

6 給水装置工事の種類 

1. 新設工事 

新たに給水装置を設ける工事をいう。 

2. 改造工事 

量水器の口径変更を行う工事をいう。 

3. 修繕工事 

給水装置の原形を変えずに、給水管及び給水栓等の部分的な破損箇所を修理

する工事をいう(水道法第１６条の２第３項の厚生労働省令で定める給水装置の
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軽微な変更を除くものであり、軽微な変更とは、単独水栓の取替え及び補修並

びにコマ、パッキン等給水装置の末端に設置される給水用具の部品の取替えを

いい、配管を伴わないものに限られている。)。 

4. 撤去工事 

給水装置を配水管又は給水装置の分岐部から全部又は一部を取り外す工事を

いう。 

5. その他工事 

給水管の口径、管種変更、給水栓の増減など、給水装置の原形を変える工事を

いう（配水管からの分岐箇所、分岐口径又は配管位置、給水栓の位置、数、管

径又は管種を変更するなど給水装置の全部又は一部を取替えることをいう。）。 

7 給水装置の構造及び材質 

水道事業者は、当該水道によって水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材

質が、水道法施行令の定める基準に適合していないときは、供給規程の定めるところ

により、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者が給水装置をその基準に適

合させるまでの間その者に対する給水を停止することができる(水道法第 16 条)。 

1.  給水装置は、水道事業者の施設した配水管から分岐して設けられた給水管及

びこれに直結する給水用具によって構成される。 

給水装置工事の費用の負担区分は、水道法第 14 条の規定に基づき、当該水

道事業者が供給規定（水道条例）に定めることとなっている。従って当市におい

ては熱海市水道条例第７条の規定により、給水装置工事費は当該給水装置を

新設、改造、その他工事、修繕又 は撤 去 する需要者の負担としている。このこ

とから、給水装置は個人財産である。 

2. 給水装置は、水道事業者の施設である配水管に直接接続し、需要者に安全な

水道水を供給する設備である。このため給水装置は、当該給水装置以外の水

管や給水用具でない設備に接続しないこと、風呂などの水受け容器に給水する

場合は給水管内への水の逆流を防止する措置を講ずること、給水管及び給水

用具の材質が水道水の水質に影響を及ぼさないこと、内圧・外圧に対し十分な

強度を有していること、漏水等が生じない構造となっていること等が必要である。 
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8 給水装置工事の申込み手続きフロー 
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第 2 章 給水装置の基本計画 

給水装置の基本計画は、現場調査から給水口径及び給水方式の選定、配管方法

や管種の決定、給水管の口径計算、図面の作成に至る一切の事務、技術的措置をい

う。これも単に水が出るだけの装置であればよいというものではなく、その構造材質等

については法令等に基づいて現地に最も適したものを選び基準に適合する製品（認

証品）を用いなければならない。 

なお、基本計画に当たっては、既設の給水装置もこの給水装置標準計画・施工指

針にて照らし合わせること。 

1 基本調査 

1. 現場調査 

給水装置工事の依頼を受けた場合は、現場の状況を把握するために必要な調

査を行うこと。 

2. 事前調査 

事前調査には、計画・施工の基礎となる重要な作業であり、調査の良否は計画

の策定、施工、さらには、給水装置の機能にも影響するものであるので、慎重に

行うこと。 

基本調査は、事前調査と現場調査に区分され、その内容によって「工事申込者に

確認するもの」、「水道事業者に確認するもの」、「現地調査により確認するもの」がある。

標準的な調査項目、調査内容等を表-2.1 に示す。 

 

表-2.1 調査項目と内容  

調査項目 調査内容 

調査（確認）場所 

工 事

申込者

水 道

事業者
現 地 その他

1.工事場所 町名、丁目、番地等住居表示番号 ○  ○   

2.使用水量 
使用目的（一般住宅・事業）、使用人員、

延床面積、取付栓数 
○ 

 
○ 

  

3.既設給水装置 

 の有無 

所有者、布設年月、形態（単独）、口径、

管種、布設位置、使用水量、水栓番号 
 ○ ○ 所有者

4.屋外配管 
量水器、止水栓（仕切弁）の位置、 

布設位置 
○ ○ ○ 

  

5.屋内配管 給水栓の位置（種類と個数）、給水用具 ○  ○   

6.配水管の布設 

 状況 

口径、管種、布設位置、仕切弁、 

配水管の水圧、消火栓の位置 

 
○ ○ 
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7.各種埋設物の 

 有無 

種類（下水道・ガス・電気・電話等）、 

口径、布設位置 

 

 

 

 
○ 

埋設物

管理者

8 現場の施工 

 環境 

施工時間（昼・夜）、関連工事 

  

 

 

 

 
○ 

当 該

管理者

9.既設給水管 

 から分岐する 

 場合 

所有者、給水戸数、布設年月、口径 

布設位置、既設建物との関連 ○ ○ ○ 所有者

10.受水槽式の 

  場合 

受水槽の構造、位置、点検口の位置、 

配管ルート 

 

 

 

 
○ 

 

  

11.工事に関す 

  る同意承諾 

  の取得確認 

分岐の同意、私有地給水管埋設の同意

その他利害関係人の承諾 ○ 

 

 

 

 

 

 

利 害

関係者

12.建築確認 建築確認通知（番号） ○    

 

2 給水方式の決定 

給水方式には、配水管の水圧を利用して給水する直結式と、配水管から分岐し一

旦受水槽に受け給水する受水槽式と、直結・受水槽併用式がある。 

給水方式の決定は、水使用に影響を及ぼすため、慎重に検討しなければならな

い。 

 
1. 直結式  

配水管のもつ水量、水圧等の供給能力の範囲で、上層階まで給水する方式で

ある。 

原則として、2 階建てまでの建築物（最高位の給水栓高が 6 メートル未満で条件

を満たす一般住宅は 3 階建てまでとする。）への給水で、配水管の供給能力（口

径、水圧及び水量）に支障なく、正常に給水できる場合とする。 

また、配水管の水圧が高いときは、漏水や破裂等が多くなるため、減圧弁等を設

置することが必要である。  
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※ 3 階から 6 階までの直結給水は、別に定める、｢6 階への直結給水施工基準｣

を参照すること。 

2. 受水槽式  

建物の階層（3 階建て以上）が多い場合又は一時に多量の水を使用する需要者

に対して、受水槽を設置して給水する方式である。  

受水槽式給水は、配水管の水圧が変動しても給水圧、給水量を一定に保持で

きること、一時に多量の水使用が可能であること、断水時や災害時にも給水が確

保できること、建物内の水使用の変動を吸収し、配水施設への負荷を軽減する

こと等の効果がある。  

1) 需要者の必要とする水量、水圧が得られない場合のほか、次のような場合には、

受水槽式とすることが必要である。  

（1） 病院や福祉施設、学校などで災害時、事故等による水道の断減水時にも、

給水の確保が必要な場合 

（2） 一時に多量の水を使用するとき、又は使用水量の変動が大きいときなどに、

配水管の水圧低下を引き起こすおそれがある場合 

（3） 配水管の水圧変動にかかわらず、常時一定の水量、水圧を必要とする場

合 

（4） 有毒薬品を使用する工場など、逆流によって配水管の水を汚染するおそ

れのある場合（クリーニング店、メッキ工場、印刷工場、その他薬品工場

等） 

（5） 断水が困難な職種の場合 

大型テナント店、宿泊施設（ホテル等）、理・美容店、食品加工等 

（6） 水道に直結できない機器を設置する場合 

（7） その他、市長が必要と認める場合 

2) 需要者の必要とする水量、配水管の水圧が高いときの配慮事項  

配水管の水圧が高いときは、受水槽への流入時に給水管を流れる流量が過大

となって、量水器の性能、耐久性に支障を与えることがある。したがって、このよ

うな場合には、減圧弁等を設置することが必要である。  

3. 直結・受水槽併用式 

一つの建物内で、直結式及び受水槽式の両方の給水方式を併用するものであ

る。 

3 給水装置の構造及び材質の基準 

給水装置については、水道法第 16 条に基づく給水装置の構造及び材質の基準が、

水道法施行令第 5 条（昭和 32 年政令第 336 号）に定められている。さらに、この基準

の技術的細目は、「給水装置の構造及び材質の基準に関する省令」(平成 9 年 3 月厚

生省令第 14 号。以下「省令」という。)に定められている。 
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また、基準に係る試験方法については、「給水装置の構造及び材質の基準に関す

る試験」（平成 9 年 4 月厚生省告示第 111 号）に定められている。 

1. 給水装置の構造及び材質の基準 

1) 水道事業者の配水管を損傷しないこと。 

2) 他の水道利用者への給水に支障を生じたり危害を与えないこと。 

3) 水道水質の確保に支障が生じないこと。 

4) 基準の内容 

（1） 給水装置に用いようとする個々の給水管及び給水用具の性能確保のため

の性能であり、耐圧、浸出、水撃限界、逆流防止、負圧破壊、耐寒及び耐

久について定められている。なお、これらの性能項目は、項目ごとにその

性能確保が不可欠な給水管及び給水用具に限定して適用されている。 

（2） 給水装置工事の施工の適正を確保するために必要な具体的な判断基準

である。  

2. 基準適合品の使用 

1．に示した水道法第 16 条に基づく給水装置の構造及び材質の基準は、試験  

方法まで含めて明確化されている。そのため、給水装置に用いる給水管や給水

用具の｢基準認証｣、すなわち基準に適合していることを確認するシステムは、製

造者が自ら製造過程の品質管理や製品検査を適正に行う｢自己認証｣が基本と

されている。従って指定給水装置工事事業者は、給水装置工事に使用する給

水管及び給水用具について、その製品の製造者に対して構造及び材質の基準

に適合していることが判断できる資料の提出を求めることなどにより、基準に適合

している製品を確実に使用しなければならない。 

3. 使用する材料及び材質について 

配水管の分岐口から量水器までに使用する材料及び材質については、熱海市

水道条例第 9 条に基づき次のとおり指定する。 

※指定材料については、別紙「指定材料一覧表」を参照すること。 

※集合住宅等は、本市と協議し決定すること。 

1) 管種について 

給水管の管種を次のとおりに指定する。 

（1） 配水管の分岐口から量水器までの管種 

口径 20～40 ㎜までの給水管 

高密度ポリエチレン管 （HPPE） ※JIS 外径準拠品 

口径 50 ㎜以上の給水管 

水道配水用ポリエチレン管 (HPPE) ※JWWA K 144・PTC K 03 

（2） 量水器以降に使用する管種 

厚生労働大臣の定める性能基準に適合している自己認証品、及び第三

者機関による認証品とする。 
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2) 継手類及び止水栓について 

配水管の分岐口から量水器までに使用する継手類及び止水栓を次のとおりと

する。 

（1） 配水管の分岐口から量水器までに使用する継手類及び止水栓 

継手類 

① 高密度ポリエチレン管用継手 ※JIS 外径準拠品 

口径 20～40 ㎜までの高密度ポリエチレン管（HPPE）の給水管に使用す

ること。 

② 水道配水用ポリエチレン管継手（JWWA K 145・PTC K 13） 

口径 50 ㎜以上の水道配水用ポリエチレン管（HPPE）の給水管に使用す

ること。 

止水栓 

① ボール式止水栓 (乙型止水栓) 

口径 20～25 ㎜までの給水管に使用すること。 

② 伸縮止水栓 (甲型止水栓) 

口径 20～50 ㎜までの給水管に使用すること（量水器１次側）。 

③ 埋設用青銅製止水栓 

口径 40・50 ㎜に使用すること。 

④ ソフトシール仕切弁 

口径 75 ㎜以上の給水管に使用すること。 

（2） 量水器以降に使用する継手 

厚生労働大臣の定める性能基準に適合している自己認証品及び第三者

機関による認証品とする。 

量水器直後の逆止弁は、市の指定材料を設置すること(口径 75 ㎜以上な

どの指定材料に無いものは協議すること。)。 

4. 付属用具 

止水栓筐及び量水器筐は、市の指定品を用いること。 

4 計画使用水量の決定 

計画使用水量とは、給水装置工事の対象となる給水装置に給水される水量をいい、

給水装置の給水管の口径、受水槽容量といった給水装置系統の主要諸元を計画す

る際の基礎となるものであり、建物の用途及び水の使用用途、使用人数、給水栓の数

等を考慮した上で決定する。一般に、直結給水式の場合は、同時使用水量から求め

られ、受水槽式の場合は、一日当たりの使用水量から求められる。 

同時使用水量とは、給水栓、給湯器等の給水用具が同時に使用された場合の使

用水量であり、瞬時の最大使用水量に相当する。 

計画使用水量の決定に際しては、各参考文献等を利用し、実態に合った水量を設

定することが必要である。 
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5 給水管の口径の決定 

 給水管の口径は、水道事業者の定める配水管の水圧において、計画使用水量を十

分に供給できるもので、かつ経済性も考慮した合理的な大きさにすることが必要であ

る。  

 口径は、給水用具の立ち上がり高さと計画使用水量に対する総損失水頭を加えたも

のが、配水管の水圧の水頭以下となるよう計算によって定める。  

 ただし、将来の使用水量の増加、配水管の水圧変動等を考慮して、ある程度の余裕

水頭を確保しておく必要がある。  

 なお、最低作動水圧を必要とする給水用具がある場合は、給水用具の取付部にお

いて 3～5ｍ程度の水頭を確保し、また先止め式瞬間湯沸器で給湯管路が長い場合

は、給湯水栓やシャワーなどにおいて所要水量を確保できるようにすることが必要で

ある。  

 さらに、給水管内の流速は、過大にならないよう配慮することが必要である（2.0m/s

以下としている。）。 ※空気調和・衛生工学会による。 

 口径決定の手順は、まず給水用具の所要水量を設定し、次に同時に使用する給水

用具を設定し、管路の各区間に流れる流量を求める。次に口径を仮定し、その口径で

給水装置全体の所要水頭が、配水管の水圧以下であるかどうかを確かめ、満たされ

ている場合はそれを求める口径とする。  

 量水器については、口径ごとに適正使用流量範囲、瞬時使用の許容流量、月最大

使用水量があり、口径決定の大きな要因となる。  

 なお、量水器の型式は多数あり、各水道事業者により使用する型式が異なるため、

使用する量水器の性能を確認すること。  

給水管の口径の決定に際しては、各参考文献等を利用し、適正な口径を設定する

ことが必要である。 
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第 3 章 図面作成 

図面は、給水装置計画の技術的表現であり、工事施行の際の基礎であるとともに、

給水装置の適切な維持管理のための必須の資料であるので、明確かつ容易に理解

できるものであること。 

 したがって、製図に際しては、誰にも容易に理解し得るよう表現することが必要であり、

以下の項目を熟知して作成すること。  

1. 記入方法 

1) 表示記号  

［記入例］  

（管種）（口径）（延長）  

SSP  φ25－1.5   

2) 図面の種類  

給水装置工事の計画、施工に際しては、（1）位置図、（2）平面図を、また、必要に

応じて以下の（3）～（5）の図面を作成すること。 

（1） 位置図 給水（申込）家屋、付近の状況等の位置を図示したもの 

（2） 平面図 道路及び建築平面図に給水装置及び配水管の位置を図示した

もの 

（3） 詳細図 平面図で表すことのできない部分を別途詳細に図示したもの 

（4） 立面図 建物や給水管の配管状況等を図示したもの 

（5） 立体図 給水管の配管状況等を立体的に図示したもの 

3) 文字 

（1） 文字は明確に書き、漢字は楷書とする。 

（2） 文章は左横書きとする。 

4) 縮尺 

（1） 平面図は、縮尺１/100～１/300 の範囲で適宜作成すること。 

（2） 縮尺は図面ごとに記入すること。 

5) 単位 

（1） 給水管及び配水管の口径の単位は㎜とし、単位記号はつけない。 

（2） 給水管の延長の単位は m とし、単位記号はつけない。 

なお、延長は小数第 1 位（小数第 2 位を四捨五入）までとする。   

2. 作図 

1) 方位  

作図に当たっては必ず方位を記入し、北を上にすることを原則とする。  

2) 位置図  

給水（申込）家屋、施工路線、付近の状況、道路状況及び主要な建物を記入

すること。  
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3) 平面図  

平面図には、次の内容を記入すること。  

（1） 給水栓等給水用具の取付位置 

（2） 配水管からの分岐位置のオフセット（3 点から測定） 

（3） 給水管の管種、口径、延長及び位置 

（4） 道路の種別（舗装種別、幅員、歩車道区分、公道及び私道の区分） 

（5） 公私有地、隣接敷地の境界線 

（6） 給水管を分岐する配水管及び既設給水管等の管種、口径 

（7） その他工事施工上必要とする事項（障害物の表示等） 

4) 詳細図  

平面図で表すことのできない部分に関して、縮尺の変更による拡大図等により

図示すること。  

5) 立面図 

立面図は平面で表現することのできない建物や配管等を図示すること。 

6) 立体図 

立体図は平面で表現することができない配管状況を立体的に図示するもので、

施工する管の種類、口径及び延長等を記入すること。  

7) その他 

受水槽式給水の場合の図面は、直結給水部分（受水槽まで）と受水槽以下に

分けること。 
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第 4 章 給水装置工事の施工 

1 給水管の分岐 

1) 配水管から分岐する時には、量水器を設置すること。ただし、分譲地等で分岐

するときは、市と協議を行うこと。 

2) 配水管から分岐する時には、管体強度の減少の防止及び給水装置相互間の

流量への影響により他の需要者の水利用に支障が生じることを防止することか

ら、他の給水管の分岐位置から 30 ㎝以上離すこと。 

3) 給水管の分岐口径は、2）と同様の理由及び給水管内の水の停滞による水質

の悪化を防止するため、原則として配水管の口径より 1 口径以上下位とする。 

4) ガス等の水道以外の管との誤分岐接続を行わないように、明示シート、消火栓

や仕切弁等の位置の確認、音聴、試掘などにより、十分な調査をすること。 

5) 既設給水管からの分岐については、配水管からの分岐と同様の理由から、他

の給水管の分岐から 30 ㎝以上離すこと。また、分岐管の口径は原則として既

設給水管より小さいこと。 

6) 異形管及び継手からの給水管の分岐は、その構造上的確な給水用具の取付

けが困難で、また材料使用上からも分岐してはならない。 

7) 分岐には、配水管等の管種及び口径並びに給水管の口径に応じた、市の指

定材料を用いること。 

8) 分岐箇所は、原則として交差点内を除くこと。 

9) サドル付分水栓や割 T 字管を用いて穿孔取出しを行うときに、配水管が鋳鉄

管などの金属管の場合、穿孔箇所にサドル付分水栓及び割 T 字管に適合した

防食コアを各製造メーカの取扱説明書に基づき、取り付けること。 

10) 分岐に当たっては配水管等の外面を十分清掃し、サドル付分水栓等の給水用

具の取り付けはボルトの締め付けが片締めにならないよう平均して締め付ける

こと。 

11) 穿孔機は確実に取り付け、その仕様に応じたドリル、カッターを使用すること。 

12) 穿孔は，内面塗膜面等に悪影響を与えないように行うこと。 

13) 私設防火用貯水槽を設置する場合は、量水器口径 25 ㎜以上のものを取り付

けること。 

14) 配水管を断水して給水管を分岐する場合の断水作業及び給水管の取出し工

事、断水に伴う需要者への広報、通水作業等は市と協議して行うこと。 

15) 配水管の分岐口から量水器までには、配水管探知ワイヤーを布設すること。ま

た、中高層建築物（特定共同住宅を含む。）においては配水管の分水栓から 1

階の量水器まで布設すること。 

16) 高密度ポリエチレン管を用いる場合には、屈曲半径を管の外径の 75 倍以上

（手曲げ）とし、分岐箇所から止水栓の間は伸縮性を考慮し、配管すること。 
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17) 既設給水管使用については、配水管から宅地までの給水管の更新(1種2層ポ

リエチレン管・高密度ポリエチレン管以外の管種)の指導を行ない、更新に必要

な材料（分水栓以降の継手から、1 次止水栓及び止水栓筐まで）を、無償にて

支給する。ただし、分岐変更（位置・口径等）を行う場合は、この限りでない。ま

た、分岐変更（位置・口径等）を行う場合は、既設分岐部を切り離すこと。 

既設給水管(1 種 2 層ポリエチレン管・高密度ポリエチレン管以外の管種)を使

用する場合は、確約書を提出すること。 

2 給水管の埋設深さ及び占用位置 

給水管の埋設深さ（管頂部と路面（地表）との距離。「土被り」ともいう。）は、道路部

分にあっては道路管理者の許可（通常の場合は 1.2m を超えていること。）によるものと

し、宅地内にあっては 0.3m 以上を標準とすること。給水管を道路部分に埋設する場合

は、その占用位置を誤らないようにすること。 

1) 道路法施行令第 11 条の 3 第 1 項第 2 号では、埋設深さについて、「水管又は

ガス管の本線の頂部と路面との距離が 1.2m（工事実施上やむを得ない場合に

あっては、0.6m）を超えていること。」と規定されている。しかし、水管橋取付部

の堤防横断箇所や他の埋設物との交差の関係等で、土被りを標準又は規定

値までとれない場合は、河川管理者又は道路管理者と協議することとし、必要

に応じて防護措置を施す。 

宅地内における給水管の埋設深さは、荷重、衝撃等を考慮して 0.3m 以上を標

準とする。 

2) 給水管を縦断的に布設する場合は、別に定める基準に従うこと。 

3) 道路を縦断して給水管を埋設する場合は、ガス管、電話ケーブル、電気ケー

ブル、下水管等他の埋設物への影響及び占用離隔に十分注意し、道路管理

者が許可した占用位置に配管する。 

3 給水管の明示 

道路部分に布設する給水管には、明示テープ、明示シート等により管を明示するこ

と。宅地部分に布設する給水管の位置について、維持管理上明示する必要がある場

合は、明示杭等によりその位置を明示すること。 

1) 明示に使用する材料及び方法は、道路法施行令（昭和 46 年政令第 20 号）、

同法施行規則（昭和 46 年建設省令第 6 号）建設省道路局通達（昭和 46 年建

設省道政第 59 号・同第 69 号）「地下に埋設する電線等の表示に用いるビニル

テープ等の地色について」及び「地下に埋設する水管の表示に用いるビニル

テープ等の地色について」に基づき施行するものとする。  

2) 将来的に布設位置が不明となるおそれがある場合においては、給水管の事故

を未然に防止するため、明示杭（見出杭）又は明示鋲等を設置し給水管の引き
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込み位置を明示する。さらに、管路及び止水用具はオフセットを測定し位置を

明らかにすること。 

4 止水栓の設置 

配水管から分岐して最初に設置する１次止水栓（仕切弁）は、外力による損傷の

防止、開閉操作の容易性、宅地内の量水器上流給水管の損傷防止等を考慮し、宅

地内の道路境界線近くに設置することを原則とする。ただし、地形、その他の理由に

より宅地内に設置することが適当でない場合は、道路部分に設置する（要協議）。 

止水栓筐等の設置に当たっては、その周囲に沈下等が生じないよう十分締め固

めを行う等堅固な状態にすること。  

5 量水器の口径 

  量水器の口径の選定は、水理計算等により、適正な量水器口径を選定すること。1)、

2)の表を基本に決定することができるが、使用水量の変動が大きい施設や多量に水を

使用する施設又は、配水管の口径等により配水管の水圧等に影響を与える恐れがあ

る場合は、市と協議して決定すること。 

1) 直結直圧式で 3 階建てまでの一般住宅（25 ㎜以下）の場合は、次の表により決

定することができる。 

 

 一般住宅における量水器の口径と水栓数 

量   水   器 水   栓   数 

φ １３㎜ １ ～ ７個 

φ ２０㎜ ８ ～１５個 

φ ２５㎜ １６ ～２０個 

 

2) 受水槽式による量水器口径は、1 日使用水量に基づき適正流量範囲及び月

最大使用水量を考慮して、次の表により決定することができる。 

 

量水器の口径と受水槽の有効容量 

口径 

（㎜） 

適正流量範囲 

( /ｈ) 

月最大使用水量

( ) 

受水槽有効容量

( ) 

φ ２０㎜ 0.2 ～ 1.6 170 3.0 未満

φ ２５㎜ 0.23～ 2.5 260 4.5 未満

φ ４０㎜ 0.4 ～ 6.5 700 12.0 未満

φ ５０㎜ 1.25～17.0 2600 43.5 未満

φ ７５㎜以上は市と協議すること。 
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※参考 

量水器の標準長さ 

口 径 長 さ 口 径 長 さ 

φ １３㎜ １６５㎜ φ ５０㎜ ５６０㎜

φ ２０㎜ １９０㎜ φ ７５㎜ ６３０㎜

φ ２５㎜ ２２５㎜ φ １００㎜ ７５０㎜

φ ４０㎜ ２４５㎜ 

 

量水器の口径別使用流量基準 

口 径

（㎜）  

適 正 使 用

流 量 範 囲

（ ／ｈ） 

一時的使用の許容流量 

（ ／ｈ） 

一日当たりの使用量 

（ ／日） 

月間使用量

（ ／月）
10 分／日

以 内 使 用

の場合 

１時間／日

以内使用の

場合 

１日使用

時間の合

計が５時

間のとき

１日使用時

間の合計が

10 時間の

とき 

１日24時

間使用の

とき 

φ１３ 0.1 ～ 1.0 2.5 1.5 4.5 7.0 12.0 100

φ２０ 0.2 ～ 1.6 4.0 2.5 7.0 12.0 20.0 170

φ２５ 0.23～ 2.5 6.3 4.0 11.0 18.0 30.0 260

φ４０Ｂ 0.4 ～ 6.5 16.0 9.0 28.0 44.0 80.0 700

φ５０ 1.25～17.0 50.0 30.0 87.0 140.0 250.0 2,600

φ７５ 2.5 ～27.5 78.0 47.0 138.0 218.0 390.0 4,100

φ１００ 4.0 ～44.0 125.0 74.5 218.0 345.0 620.0 6,600

日本水道協会 平成 26 年 量水器の選び方～実務者のための解説書～による 

 

6 量水器の設置 

1) 量水器の設置位置は、原則として道路境界線に最も近接した宅地内部分で、

量水器の計量及び取替作業が容易であり、かつ、量水器の損傷、凍結等のお

それがない位置であること。 

量水器は、需要者の使用水量を適正に計量すること及び当該量水器先にお

ける漏水の発生を検知するため、その設置位置は、給水管分岐部に最も近接

した宅地内とし、検針及び取替作業等が容易な場所で、かつ汚水や雨水が流

入したり、障害物の置かれやすい場所を避けて選定する必要がある。なお、熱

海市においては原則境界より 1ｍ以内とする（P.35,36 の標準施工図参照）。 

量水器は、一般的に地中に設置されるため、維持管理について需要者の関心

が薄れ、家屋の増改築等によって、検針や取り替えに支障を生ずることがある。

これを避けるため、場所によっては地上に設置することもある。ただし、この場

合は、損傷、凍結等に対して十分配慮する必要がある。 
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寒冷地においては、量水器が凍結破損しないよう、防寒措置の実施や、取り付

け深さを凍結深度より深くすること等の対策が必要である。  

2) 量水器を集合住宅等の建物内に設置する場合は、外気の影響を受けやすい

配管スペース内等は、凍結するおそれがあるので量水器に発泡スチロール等

でカバーを施す等の防寒対策が必要である。また、他の配管設備や計量器と

隣接している場合は、点検及び取替作業の支障にならないよう必要なスペース

を確保すること。  

量水器付近は弁栓類、継手が多く、漏水が発生しやすいため、万一漏水した

場合でも、居室側に浸水しないよう、防水仕上げ、水抜き等を考慮する必要が

ある。 

3) 量水器を地中に設置する場合は、鋳鉄製、プラスチック製、コンクリート製等の

量水器筐又は量水器室の中に入れ、埋没や外部からの衝撃から防護するとと

もに、その位置を明らかにしておくこと。  

量水器筐及び量水器室は、量水器の検針が容易にできる構造とし、かつ、量

水器取替作業が容易にできる大きさとする。また、量水器用止水栓等が収納で

きることが望ましい。 

量水器の口径が 13～40 ㎜場合は、市指定の量水器筐とし、口径が 50 ㎜以上

の量水器の場合はコンクリートブロック、現場打ちコンクリート、鋳鉄製等で、上

部に鉄蓋を設置した構造とするのが一般的である。また、量水器取り外し時の

戻り水などによる被害を防止するため、防水処理または排水処理などの措置を

講ずること。  

4) 量水器の設置に当たっては、量水器に表示されている流水方向の矢印を確認

したうえで水平に取り付ける。量水器は逆方向に取り付けると、正規の計量指

針を表示しないので、絶対に避けなければならない。また、傾斜して取り付ける

と、量水器性能、計量精度や耐久性を低下させる原因となるので、水平に取り

付けること。さらに、適正な計量を行うため、量水器前後に所定の直管部を確

保する。  

なお、メーターパッキンの取り付けは、ずれがないよう注意する必要がある。 

5) 25㎜以下の量水器の口径変更（口径を小さくするとき）をブッシング等を用いて

変更する時には、1 口径下位までとし、かつ、量水器の前後の配管が変更予定

の量水器の 2 口径上位までであり（配管の口径 32 ㎜は対象としない。）、市が

指定している甲止水栓・逆止弁又はメーターユニットを備えていること。また、そ

の他の変更については市と協議を行い決定すること。 

6) 貯水槽を有し、各戸量水器を設置する集合住宅等は、別に定める「集合住宅

における量水器の設置基準」により管理量水器を設置すること。 

7) 集合住宅等の各戸量水器は、市と協議を行い、市が指定する止水栓のハンド

ルを用いたメーターユニットを設置することが望ましい。 
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8) 集合住宅等の各戸量水器の口径は、原則 20 ㎜とする。ただし、他の口径で申

込みをしようとする時には市と協議を行うこと。 

7 土工事等 

1) 土工事 

（1） 工事は、関係法令を遵守して、各工種に適した方法に従って行い、公衆

災害や労働災害等の事故防止に努めなければならない。給水装置工事

において、道路掘削を伴うなどの工事内容によっては、その工事箇所の施

工手続きを当該道路管理者及び所轄警察署長等に行い、その道路使用

許可等の条件を遵守して適正に施工すること。 

（2） 掘削に先立ち事前の調査を行い、安全かつ確実な施工ができる掘削断面

とすること。 

現場状況を把握するとともに、掘削断面の決定に当たっては、次の留意事

項を考慮すること。 

① 掘削断面は、道路管理者等が指示する場合を除き、予定地における道

路状況、地下埋設物、土質条件、周辺の環境及び埋設後の給水管の土

被り等を総合的に検討し、最小で安全かつ確実な施工ができるような断

面及び土留法を決定すること。 

② 掘削深さが 1.5m を超える場合は、切取り面がその箇所の土質に見合っ

た勾配を保って掘削できる場合を除き土留工を施すこと。 

③ 掘削深さが 1.5m 以内であっても自立性に乏しい地山の場合は、施工の

安全性を確保するため適切な勾配を定めて断面を決定するか、又は土

留工を施すものとすること。 

（3） 掘削方法の選定に当たっては、現場状況等を総合的に検討した上で決定

すること。 

機械掘削と人力掘削の選定に当たっては、次の事項に留意すること。 

① 下水道、ガス、電気、電話等地下埋設物の輻輳状態、作業環境等及び

周辺の建築物の状況 

② 地形（道路の屈曲及び傾斜等）及び地質（岩，転石，軟弱地盤等）による

作業性 

③ 道路管理者及び所轄警察署長等による工事許可条件 

④ 工事現場への機械輸送の可否 

⑤ 機械掘削と人力掘削の経済比較 

（4） 掘削は、周辺の環境、交通、他の埋設物等に与える影響を十分に配慮し、

入念に行うこと。 

掘削工事については、次によらなければならない。 
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① 舗装道路は、隣接する舗装部分への影響がないようカッター等を使用し

て、周りは方形に、切り口は丁寧に切断した後、埋設物に注意し所定の

深さに掘削すること。 

② 道路を掘削する場合は、1 日の作業範囲とし、堀置きはしないこと。 

③ 埋設物の近くを掘削する場合は、必要により埋設物の管理者の立会いを

求めること。 

（5） 道路内の埋戻しに当たっては良質な土砂を用い、施工後に陥没、沈下等

が発生しないよう十分締め固めるとともに、埋設した給水管及び他の埋設

物にも十分注意すること。 

埋戻しは、次によらなければならない。 

① 道路内における埋戻しは、道路管理者の承諾を受け、指定された土砂を

用いて、原則として厚さ 30 ㎝を超えない層ごとに十分締固め、将来陥没、

沈下等を起こさないようにしなければならない。また、他の埋設物周りの

埋戻しに当たっては、埋設物の保護の観点から良質な土砂を用い入念

に施工する必要がある。 

② 道路以外の埋戻しは、当該土地の管理者の承諾を得て良質な土砂を用

い、原則として厚さ 30 ㎝を超えない層ごとに十分締固めを行うこと。 

③ 締固めは、タンパー、振動ローラ等の転圧機によることを原則とする。 

④ 施工上やむを得ない場合は、道路管理者等の承諾を受けて他の締固め

方法を用いることができる。 

2) 道路復旧工事 

道路の復旧は、次によらなければならない。 

（1） 仮復旧は埋め戻し後、直ちに施工すること。 

（2） 仮復旧の表層材は、常温又は加熱アスファルト合材を用いること。舗装構

成は、道路管理者の指示によるものとする。 

（3） 仮復旧跡の路面には、白線等道路標示のほか、必要により道路管理者の

指示による標示をペイント等により表示すること。 

（4） 本復旧は、在来舗装と同等以上の強度及び機能を確保し、舗装構成は、

道路管理者が定める仕様書によるほか、関係法令等に基づき施工するこ

と。 

（5） 工事完了後、速やかに既設の区画線及び道路標示を溶着式により施工し、

標識類についても原形復旧すること。 

（6） 未舗装道路の復旧については、道路管理者の指定する方法により路盤築

造等を行い、在来路面となじみよく仕上げること。 

3) 現場管理 

工事の施行に当たっては、道路交通法、労働安全衛生法等の関係法令及び工

事に関する諸規定を遵守し、常に交通及び工事の安全に十分留意して現場管理
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を行うとともに、工事に伴う騒音・振動等をできる限り防止し、生活環境の保全に努

めること。 

（1） 工事の施行は、技術指針・基準等を参照すること。 

（2） 道路工事に当たっては、交通の安全等について道路管理者、及び所轄警

察署長等と事前に相談しておくこと。 

（3） 工事の施行によって生じた建設発生土、建設廃棄物等は、「廃棄物の処

理及び清掃に関する法律」その他の規定に基づき、工事施行者が責任を

もって適正かつ速やかに処理すること。 

（4） 給水装置工事の施工中に、万一不測の事故等が発生した場合は、応急

措置を講ずるとともに直ちに所轄警察署長、道路管理者に通報し、水道事

業者に連絡しなければならない。工事に際しては、予めこれらの連絡先を

確認し、工事従事者に周知徹底をしておくこと。 

（5） 他の埋設物を損傷した場合は、直ちにその埋設物の管理者に通報し、そ

の指示に従わなければならない。 

（6） 掘削に当たっては、工事場所の交通の安全等を確保するために保安設備

を設置し、必要に応じて保安要員（交通整理員等）を配置すること。また、

その工事の作業員の安全についても十分留意すること。 

（7） 工事施行者は、本復旧工事施工まで常に仮復旧箇所を巡回し、路盤沈下、

その他不良箇所が生じた場合又は道路管理者等から指示を受けたときは、

直ちに修復をしなければならない。 

4) 配管工事 

給水装置工事の施工の良否において、接合は極めて重要であり、管種、使用す

る継手、施工環境及び施工技術等を考慮し、最も適当と考えられる接合方法及び

工具を選択しなければならない。 

（1） 基本事項 

① 水道本管から量水器までの給水装置工事は、講習修了証等を有する者

又はその監督下において施工すること。 

② 給水管及び給水用具は、最終の止水機構の流出側に設置される給水用

具を除き、耐圧性能基準に適合したものを用いること（省令第 1 条第 1

項）。 

③ 減圧弁、安全弁（逃し弁）、逆止弁、空気弁及び電磁弁は、耐久性能を

有するものを用いること（省令第 7 条）。 

④ 給水装置の接合箇所は、水圧に対する充分な耐力を確保するためにそ

の構造及び材質に応じた適切な接合が行われたものでなければならな

い（省令第 1 条第 2 項）。 

⑤ 家屋の主配管は、配管の経路について構造物の下の通過を避けること

等により漏水時の修理を容易に行うことができるようにしなければならな

い（省令第 1 条第 3 項）。 
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（2） 各管種の接合方法 

接合方法は、使用する管種ごとに種々あり、次にあげるものは水道本管か

ら量水器までの主な配管の接合方法である。なお以下に示す以外の接合

方法は水道事業者と協議すること（新しい技術等の採用を妨げるものでは

ない。）。 

・高密度ポリエチレン管（φ40 ㎜以下の配管 ）及び水道配水用ポリエチレ

ン管（φ50 ㎜以上の配管） 

高密度ポリエチレン管及び水道配水用ポリエチレン管の接合には通常、Ｅ

Ｆ(エレクトロフュージョン、電気融着)継手が用いられる。ＥＦ継手はコントロ

ーラから通電してＥＦ継手に内蔵した電熱線を発熱させ、継手内面と管外

面の樹脂を加熱溶融し、一体化させる。施工に当たっては、各製造会社が

推奨する施工ハンドブック等を熟読し、注意事項を守って、安全確実に施

工すること。 

（3） 配管の留意事項 

① 設置場所の荷重条件に応じ、土圧、輪荷重その他の荷重に対し、十分

な耐力を有する構造及び材質の給水装置を選定すること。 

給水管及び給水用具は、露出配管する場合は管内水圧に対し、地中埋

設する場合は内水圧及び土圧、輪荷重その他の外圧に対し十分な強度

を有していることが必要で、そのためには適切な管厚のものを選定する

必要がある。適切な管厚かどうかは、給水管に作用する内圧、外圧を仮

定し応力計算により確認する方法などがある。給水管(水道用)として JIS

規格品、JWWA 規格品等で規格化され、JIS、JWWA マーク表示等により

品質確認が証明されているものは、上記の確認は要しない。また、地震

力に対応するためには、給水管自体が伸縮可とう性に富んだ材質のもの

を使用するほか、剛性の高い材質の場合は、管路の適切な箇所に伸縮

可とう性のある継手を使用することが必要である（4章・5）・（2）破壊防止を

参照）。 

② 給水管は事故防止のため、他の埋設管より 30 ㎝以上の間隔をあけるこ

と。 

給水管を他の埋設物に近接して布設すると、給水管等の漏水によるサン

ドエロージョン現象等によって、他の埋設管に損傷を与えるおそれがある。

これらの事故を未然に防止するとともに修理作業を考慮して、給水管は

他の埋設管より原則として 30 ㎝以上の間隔を確保して配管すること。 

③ 給水管を施工上やむを得ず曲げて配管する場合、曲げて配管できる材

料としては、高密度ポリエチレン管等があるが、高密度ポリエチレン管の

曲げ配管の施工においては屈曲半径を管の外径の 75 倍以上（手曲げ）

とすること。 
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④ 宅地内の給水管は将来の取り替え、漏水修理等の維持管理を考慮し、

できるだけ直線配管とする。 

⑤ 地階又は 2 階以上の配管部分には、修理や改造工事に備えて、原則と

して各階ごとに止水栓を取り付けること。 

⑥ 水圧、水撃作用等により給水管が離脱するおそれのある場所にあっては、

適切な離脱防止措置を講ずること（4 章・5）・（2）破壊防止を参照）。 

⑦ 給水装置（特に樹脂管）は高温となる場所（ボイラ、煙道等）、また、低温

となる場所（冷凍庫の冷凍配管等）を避けて設置すること。また、やむを

得ず設置する場合は、耐熱措置を施すこと。 

⑧ 高水圧を生じるおそれがある場所（水撃作用が生じるおそれのある箇所、

配水管の位置に対し著しく低い箇所にある給水装置等）には、減圧弁を

設置すること。 

⑨ 空気溜りを生じるおそれがある場所（水路の上越し部、行き止まり配管の

先端部、鳥居配管形状等）にあっては、空気弁を設置すること。 

⑩ 給水装置工事は、衛生に十分注意すること。その工事が一日で完了しな

い場合は、管端等から汚水やごみ等が入り水質汚染の原因ともなるので、

工事終了後は必ずプラグ等でこれらの侵入を防止する措置を講ずるこ

と。 

5) 水の安全・衛生対策 

（1） 水の汚染防止 

① 飲用に供する水を供給する給水装置は、浸出性能基準に適合しなけれ

ばならない（省令第 2 条第 1 項）。 

給水管、継手及び給水管路の途中に設置される止水栓、逆止弁等の給

水用具は、飲用、非飲用どちらも使用されるので、浸出性能基準に適合

していなければならない。浸出性能基準対象外の給水用具としては、洗

浄弁、温水洗浄便座、ロータンク用ボールタップなどがある。 

② 給水装置は、末端部が行き止まりとなっていること等により水が停滞する

構造であってはならない。ただし、当該末端部に排水機構が設置されて

いるものにあっては、この限りでない（省令第 2 条第 2 項）。 

末端部が行き止まりの給水装置は、停滞水が生じ、水質が悪化するおそ

れがあるので極力避ける必要がある。構造上やむを得ず停滞水が生じる

場合は、末端部に排水機構を設置する。 

(ア) 給水管の末端から分岐し、止水用具、逆止弁、排水ますを設置し、吐

水口空間を設け間接排水とする。 

(イ) 排水量の把握のため、流量計や量水器を設置することが望ましい。 

(ウ) 排水ますからは、下水又は側溝に排水すること。 

(エ) 住宅用スプリンクラの設置に当たっては、停滞水が生じないよう末端給

水栓までの配管途中に設置すること。 
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(オ) 学校等のように一時的、季節的に使用されない給水装置には、給水

管内に長期間水の停滞を生ずることがある。このような衛生上好ましく

ない停滞した水を容易に排除できるように排水機構を適切に設ける必

要がある。 

③ 給水装置は、シアン、六価クロムその他水を汚染するおそれのあるものを

貯留し、又は取り扱う施設に近接して設置されていてはならない（省令第

2 条第 3 項）。 

給水管路の途中に有毒薬品置場、有害物の取扱場、汚水槽等の汚染

源がある場合は、給水管等が破損した際に有毒物や汚物が水道水に混

入するおそれがあるので、その影響のないところまで離して配管するこ

と。 

④ 鉱油類、有機溶剤その他の油類が浸透するおそれのある場所に設置さ

れている給水装置は、当該油類が浸透するおそれのない材質のもの又

は、さや管等により適切な防護のための措置が講じられているものでなけ

ればならない（省令第 2 条第 4 項）。 

硬質ポリ塩化ビニル管、1 種 2 層ポリエチレン管、高密度ポリエチレン管、

水道配水用ポリエチレン管等の合成樹脂管は、有機溶剤等に侵されや

すいので、鉱油・有機溶剤等により侵されるおそれがある箇所には使用

しないこととし、金属管（鋼管、ステンレス鋼管等）を使用すること。合成樹

脂管を使用する場合は、さや管等で適切な防護措置を施すこと。 

ここでいう鉱油類（ガソリン等）・有機溶剤（塗料、シンナー等）が侵される

おそれのある箇所とは、ガソリンスタンド、自動車整備工場、有機溶剤取

扱い事業所（倉庫）等である。このほか、揮発性物質が含まれるシロアリ

駆除剤、殺虫剤、除草剤も合成樹脂材を侵すおそれがある。 

（2） 破壊防止 

① 水栓その他水撃作用を生じるおそれのある給水用具は、水撃限界性能

を有するものを用いる。ただし、その上流側に近接してエアチャンバーそ

の他の水撃防止器具を設置すること等により適切な水撃防止のための措

置を講じられているものにあっては、この限りでない（省令第 3 条）。 

(ア) 水撃作用の発生と影響 

給水管内の水の流れを給水栓等により急閉すると、運動エネルギー

が圧力の増加に変わり急激な圧力上昇（水撃作用、ウォーターハンマ

ともいう。）がおこる。 

ウォーターハンマの発生により、給水管に振動や異常音がおこり、頻

繁に発生すると管の破損や継手の緩みを生じ、漏水の原因となる。 

(イ) ウォーターハンマが生じるおそれのある給水装置 

水撃圧は流速に比例するので、給水管におけるウォーターハンマを

防止するには基本的には管内流速を遅くする必要がある（一般的に
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は 1.5～2.0m/sec）。実際の給水装置においては、次のような装置又

は場所において、作動状況によってはウォーターハンマが生じるおそ

れがある。 

A) 作動状況によってはウォーターハンマが生じるおそれがある給水用

具 

I. 給水栓 レバーハンドル式（ワンタッチ）等 

II. ボールタップ 

III. 電磁弁(電磁弁内蔵の給水用具も含む。) 

IV. 元止め式瞬間湯沸器 

B) 空気が抜けにくい鳥居配管等がある給水装置 

(ウ) ウォーターハンマが生じるおそれのある場合の発生防止措置及び吸

収措置 

A) 給水管の水圧が高い場合は、減圧弁、定流量弁等を設置し給水圧

又は流速を下げること。 

B) ウォーターハンマが発生するおそれのある箇所には、その手前に近

接して水撃防止器具を設置すること。 

C) ボールタップの使用に当たっては、ウォーターハンマの比較的発生

しにくい複式、親子二球式あるいは定水位弁等から、給水管口径や

給水用途に適したものを選定すること。 

D) 水槽等にボールタップで給水する場合は、必要に応じて波立ち防止

板等を設置すること。 

（3） 給水管の防護 

① 地盤沈下、振動等により破壊が生じるおそれがある場所にあっては、伸

縮性又は可とう性を有する給水装置を設置すること。 

剛性の高い給水管においては、地盤沈下や地震の際に発生する給水管

と配水管又は地盤との相対変位を吸収し、また給水管に及ぼす異常な

応力を開放するため、管路の適切な箇所に可とう性のある伸縮継手を取

付けることが必要である。特に、分岐部分には、できるだけ可とう性に富

んだ管を使用し、分岐部分に働く荷重の緩衝を図る構造とすること。 

② 壁等に配管された給水管の露出部分は、適切な間隔で支持金具等を用

いて固定すること。 

(ア) 建物の柱や壁等に添わせて配管する場合には、外力、自重、水圧等

による振動やたわみで損傷を受けやすいので、管をクリップなどのつ

かみ金具を使用し、1～2m の間隔で建物に固定する。給水栓取付け

部分は、特に損傷しやすいので、堅固に取付けること。 

(イ) 給水管が構造物の基礎及び壁等を貫通する場合は、構造物の基礎

及び壁等の貫通部に配管スリーブ等を設け、スリーブとの間隙を弾性

体で充填し、管の損傷を防止すること。 



24 

(ウ) 給水管は他の埋設物（埋設管、構造物の基礎等）より原則として 30 ㎝

以上の間隔を確保し配管する。やむを得ず間隔がとれず近接して配

管する場合には給水管に発泡スチロール、ポリエチレンフォーム等を

施し、損傷防止を図ること。 

③ 水路等を横断する場所にあっては、原則として水路等の下に給水装置を

設置すること。やむを得ず水路等を上越しして設置する場合には、高水

位以上の高さに設置し、かつ、さや管等による防護措置を講ずること。 

（4） 侵食防止 

① 酸又はアルカリによって侵食されるおそれのある場所に設置されている

給水装置は、酸又はアルカリに対する耐食性を有する材質のもの又は防

食材で被覆すること等により適切な侵食の防止のための措置が講じられ

ているものでなければならない（省令第 4 条第 1 項）。 

② 漏えい電流により侵食されるおそれのある場所に設置されている給水装

置は、非金属製の材質のもの又は絶縁材で被覆すること等により適切な

電気防食のための措置が講じられているものでなければならない（省令

第 4 条第 2 項）。 

③ 侵食の種類 

(ア) 電気侵食（電食） 

金属管が鉄道、変電所等に接近して埋設されている場合に、漏えい

電流による電気分解作用により侵食を受ける。このとき、電流が金属

管から流出する部分に侵食が起きる。これを漏洩電流による電食とい

う。 

(イ) 自然侵食 

埋設配管の多くの侵食事例は、マクロセルを原因としている。マクロセ

ル侵食とは、埋設状態にある金属材質、土壌、乾湿、通気性、ｐＨ、溶

解成分の違い等の異種環境での電池作用による腐食である。代表的

なマクロセル侵食には、異種金属接触侵食、コンクリート／土壌系侵

食、通気差侵食等がある。また、腐食性の高い土壌、バクテリアによる

ミクロセル侵食がある。 

④ 侵食の形態 

(ア) 全面侵食 

全面が一様に表面的に侵食する形で、管の肉厚を全面的に減少させ

て、その寿命を短縮させる。 

(イ) 局部侵食 

侵食が局部に集中するため、漏水等の事故を発生させる。また、管の

内面侵食によって発生する鉄錆のこぶは、流水断面を縮小するととも

に摩擦抵抗を増大し、給水不良を招く。 
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⑤ 侵食の起こりやすい土壌の埋設管 

(ア) 侵食の起こりやすい土壌 

A) 酸性又はアルカリ性の工場廃液等が地下浸透している土壌 

B) 海浜地帯で地下水に多量の塩分を含む土壌 

C) 埋立地の土壌（硫黄分を含んだ土壌、泥炭地等） 

(イ) 侵食の防止対策 

A) 非金属管を使用する。 

B) 金属管を使用する場合は、適切な侵食防止措置を講ずること。 

⑥ 防食工 

(ア) サドル付分水栓等給水用具の外面防食 

ポリエチレンシートを使用してサドル付分水栓等全体を覆うようにして包

み込み粘着テープ等で確実に密着及び固定し、土壌との接触を断って

侵食の防止を図る方法である。 

(イ) 管外面の防食工 

管の外面の防食方法は次による。 

A) ポリエチレンスリーブによる被覆 

管の外面をポリエチレンスリーブで被覆し粘着テープ等で確実に密

着及び固定し、腐食の防止を図る方法である。 

B) 防食テープ巻きによる方法 

金属管に、防食テープ・粘着テープ等を巻き付け侵食の防止を図る

方法である。 

C) 防食塗料の塗付 

地上配管で鋼管等の金属管を配管する場合は、管外面に防食塗料

を塗付する。 

D) 外面被覆管の使用 

金属管の外面に被覆を施した管を使用する（例：外面硬質塩化ビニ

ル被覆の硬質塩化ビニルライニング鋼管、外面ポリエチレン被覆の

ポリエチレン粉体ライニング鋼管）。 

(ウ) 管内面の防食工 

(エ) 電食防止措置 

A) 電気的絶縁物による管の被覆 

B) 絶縁物による遮へい 

C) 絶縁接続法 

D) 選択排流法（直接排流法） 

E) 外部電源法 

F) 低電位金属体の接続埋設法 
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（5） 逆流防止 

① 水槽、プール、流しその他水を入れ、又は受ける器具、施設等に給水す

る給水装置にあっては、水の逆流を防止するための適当な措置が講ぜら

れていること（水道法施行令第 5 条第１項第七号）。 

水槽、プール、流し等の水を受ける容器、施設等に給水する給水装置に

あっては、給水装置内が負圧になった場合に貯留水等が逆流のおそれ

があるので、それらと十分な吐水口空間を保持し、又は有効な逆流防止

装置を具備する等水の逆流防止の措置を講ずること。 

逆流を防止するための適当な措置とは、末端の給水用具又は末端給水

用具の直近の上流側において行う措置である。 

(ア) 吐水口空間の保持 

(イ) 逆流防止性能を有している逆止弁又は逆流防止装置を内部に備えた

給水用具の設置 

(ウ) 負圧破壊性能を有しているバキュームブレーカ、負圧破壊装置を内

部に備えた給水用具、水受け部と吐水口が一体の構造であり、かつ、

水受け部の越流面と吐水口の間が分離されていることにより水の逆流

を防止する構造の給水用具（吐水口一体型給水用具）の設置 

(エ) 逆流防止性能及び負圧破壊性能を有する減圧式逆流防止器の設置 

② 逆流防止性能又は負圧破壊性能を有する給水用具を水の逆流を防止

することができる適切な位置（負圧破壊性能を有するバキュームブレーカ

にあっては、水受け容器の越流面の上方 150 ㎜以上の位置）に設置す

る（省令第 5 条第 1 項）。 

給水装置工事において、これに適合させるための措置としては次のもの

がある。 

(ア) 給水装置の末端に水受け容器と給水装置をユニット化した製品を設

置する措置 

(イ) バキュームブレーカの設置による措置 

(ウ) 逆止弁による措置 

③ 事業活動に伴い、水を汚染するおそれのある有害物質等を取扱う場所

に給水する給水装置にあっては、受水槽式とすること等により適切な逆

流防止のための措置を講ずること（省令第 5 条第 2 項）。 

水を汚染するおそれのある有害物質等を取扱う事業者等には、化学薬

品の製造業又は取扱業、クリーニング業、めっき業、井戸水・工業用水を

使用する事業等、水を汚染するおそれのある有毒物等を取扱う場所に給

水する給水装置にあっては、一般家庭等よりも厳しい逆流防止措置を講

ずる必要がある。このため、最も確実な逆流防止措置として受水槽式とす

ることを原則とする。 
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（6） 凍結防止 

① 給水装置の耐寒性能 

(ア) 屋外で気温が著しく低下しやすい場所その他凍結のおそれがある場

所にあっては、耐寒性能を有する給水装置を設置しなければならない。

ただし、断熱材で被覆すること等により適切な凍結の防止のための措

置を講じられているものにあってはこの限りでない（省令第 6 条）。 

凍結のおそれがある場所とは、 

A) 給水管が維持管理上の関係、あるいは他の埋設管などの影響により、

凍結深度以下に埋設できない箇所 

B) 給水管が水路等を上越し配管で横断する箇所 

C) 家屋の外面等屋外や床下に露出で立上り配管する箇所 

D) 屋内配管で室内の暖房温度が期待できず、凍結のおそれのある箇

所 

等がある。なお、寒冷地等における地域特性を十分考慮して判断する

こと。このような場所では、耐寒性能を有する給水用具を設置するか、

又は給水装置を発砲スチロール、ポリスチレンフォーム、ポリエチレン

フォーム等の断熱材や保温材で被覆する、配管内の水抜きを行うこと

ができる位置に水抜き用の給水用具を設ける、屋外配管は凍結深度

より深く埋設する等の凍結防止措置を講ずる必要がある。 

② 凍結防止対策 

(ア) 凍結のおそれがある場所の屋外配管は、原則として、土中に埋設し、

かつ埋設深度は凍結深度より深くすること。 

凍結のおそれがある場所の屋外配管は、原則として、土中に埋設する

こととし、かつ、その埋設深度は凍結深度より深くする。下水管等があ

り、やむを得ず凍結深度より浅く布設する場合又は擁壁、側溝、水路

等の側壁からの離隔が十分にとれない場合は、保温材（発泡スチロー

ル等）で適切な防寒措置を講ずること。 

(イ) 凍結のおそれがある場所の屋内配管は、必要に応じ管内の水を容易

に排出できる位置に水抜き用の給水用具を設置すること。 

屋外給水栓等の外部露出管は、保温材（発泡スチロール、加温式凍

結防止器等）で適切な防寒措置を講ずること、又は水抜き用の給水用

具を設置すること。 

(ウ) 凍結のおそれがある給水装置には、適切な防寒措置を講ずること。 

屋内配管にあっては、管内の水を容易に排出できる位置に水抜き用

の給水用具を設置すること、又は保温材で適切な防寒措置を講ずる

こと。 
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（7） クロスコネクション防止 

当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結しないこと（水道法施行

令第 5 条第 1 項第六号）。 

一つの給水装置があるとき、これを他の管、設備又は施設に接合することをク

ロスコネクション（誤接合）という。特に、水道以外の配管等との誤接合の場合

は、水道水中に排水、化学薬品、ガス等が混入するおそれがある。  

安全な水の確保のため、給水装置と当該給水装置以外の水管、その他の設備

とを直接連結することは絶対に避けなければならない。  

近年、多目的に水が使用されることに伴い、用途の異なる管が給水管と近接配

管され、外見上判別しがたい場合もある。したがって、クロスコネクションを防止

するため、管の外面にその用途が識別できるよう表示する必要がある。 
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第 5 章 給水装置工事主任技術者の職務 

 指定給水装置工事事業者は、事業活動の本拠たる事業所ごとに給水装置工事主

任技術者を選任し、選任した者のうちから個別の工事ごとに担当する給水装置工事主

任技術者を指名する（水道法第 25 条の 4 第 1 項、水道法施行規則第 21 条第 3 項）。

指名を受けた者は、調査、計画、施工、検査の一連の給水装置工事業務の技術上の

管理等、次の職務を誠実に行わなければならない（水道法第 25 条の 4 第 3 項、水道

法施行規則第 23 条）。 

1. 給水装置工事に関する技術上の管理 

2. 給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督 

3. 給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が水道法施行令第 5 条の基準

に適合していることの確認 

4. 給水装置工事に係る次の事項についての、水道事業者との連絡又は調整 

1) 給水管を配水管から分岐する工事を施行しようとする場合の配水管の布設位

置の確認に関する連絡調整 

2) 1)の工事及び給水装置の配水管への取付口から量水器までの工事を施行し

ようとする場合の工法、工期その他の工事上の条件に関する連絡調整 

3) 給水装置工事を完了した旨の連絡 

（1） 給水装置工事主任技術者（以下「主任技術者」という。）の役割 

主任技術者は、習得した給水装置工事に関する知識及び技能をもって、

指定給水装置工事事業者の事業活動の本拠である事業所に選任され、

指名を受けた給水装置工事の調査、計画、施工、検査の一連の業務から

なる工事全体の管理や、給水装置工事の工事従事者に対する指導監督

を行うなど、給水装置工事を適正に施行するための技術の要としての役割

を果たさなければならない。 

（2） 主任技術者に求められる知識と技能 

主任技術者に求められる知識及び技能は、現場の事前調査、施工計画の

策定、施工段階の工程管理、品質管理、工事の竣工検査等の各段階に

おいて必要となる技術的な知識、技能はもとより、水道事業者が定めてい

る供給規定に基づき工事着手に至るまでの手続き、工事後の竣工検査の

手続き等多岐にわたる。また、新技術、新材料に関する知識、関係法令、

条例等の制定、改廃についての知識を不断に習得するための努力を行う

ことが求められる。 

(ア) 調査 

A) 事前調査 

i. 給水装置工事の現場において十分な事前調査を行い、適正な施

工計画等を策定し、配管技能者等を配置・指導し、工程管理、品

質管理、安全管理等を行うこと。 
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ii. 地下埋設物の状況等について事前調査を十分に行い、給水装置

工事の施工を行うこと。 

iii. 官公署等の手続きを確実に行うこと。 

B) 水道事業者等との調整 

i. 条例等の供給規定に基づき給水装置工事の申込みを行うこと。 

ii. 給水装置工事を施行しようとするときには、水道事業者と給水装置

工事の内容や計画等について打合せを行うこと。 

iii. 道路下の配管工事については、道路管理者や所轄警察署長等へ

許可等を受けること。 

(イ) 計画 

A) 給水装置工事資機材の選定 

i. 給水装置工事には、基準省令の性能基準に適合している給水管

や給水用具を使用すること。 

ii. 施主等から、工事に使用する給水管や給水用具を指定された場合、

それらが基準省令に適合しないものであれば、使用できない理由

を明確にして施主等に説明をすること。 

iii. 供給規定等において、指定している使用機材・工法及び給水管や

給水用具は、水道事業者の指示に従うこと。 

B) 工事方法の決定 

給水装置工事は、基準省令に定められた給水装置の基準に適合す

るように施工しなければならない。 

C) 必要な機械器具の手配 

給水装置工事には、さまざまな工種や使用材料があるため、適正な

機械器具を判断して手配すること。 

D) 施工計画書、施工図の作成 

i. 給水装置工事は、事前調査で得た情報等に基づき施行すること。

また、工事の工程に制約が生じるときは協議調整を行うこと。 

ii. 給水装置工事は施工計画を立て、施工図を作成して、予定の期間

内で行うこと。 

E) 給水装置工事の設計審査 

給水装置の設計内容が構造材質基準に適合していることや、工法

等について当該水道事業者の審査を受けること。 

(ウ) 施行 

A) 工事従事者に対する技術上の指導監督 

i. 主任技術者は、行おうとする工事に対して工事従事者に、適切な

技術的指導を行うこと。 

ii. 工事を行うときには、適切に作業を行うことができる技能を有する者

に工事を行わせるか、又は監督させること。 
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B) 工程管理、品質管理、安全管理 

i. 主任技術者は、施工計画書に基づき、最適な工法を定めそれを管

理すること。 

ii. 主任技術者は、工事に使用する給水管及び給水用具が基準省令

に適合してことを確認しなければならない。そのためには、竣工時

の検査の実施のみならず、自ら、又は工事従事者に指示することに

より、工程ごとに品質の確認をすること。 

iii. 工事に当たっては、施工後では確認することが難しい工事目的物

の品質を施行の過程において品質管理を行うこと。 

iv. 安全管理には工事従事者の安全の確保(労働災害の防止)と、工事

の実施に伴う公衆に対する安全の確保（公衆災害の防止）がある。

通行者及び通行車両の安全の確保並びに他の埋設管の保安につ

いて万全を期すこと。 

C) 工事従事者の健康管理 

主任技術者は、工事従事者の健康状態を管理し、水道水を汚染し

ないこと。 

(エ) 検査 

A) 主任技術者は、自ら、又はその責任のもと信頼できる現場の従事者

に指示し、適正な竣工検査を行うこと。 

B) 竣工検査は、工事後の給水装置が基準省令に適合していることを確

認し、施主に当該給水装置を引き渡すための最終的な工事の品質

確認である。 

C) 指定給水装置工事事業者は、検査終了後、水道事業者に必要書類

を添えて工事完了の届出を行い水道事業者の検査を受けること。 

D) 水道事業者は、必要に応じてその工事を施行した主任技術者に検

査の立会いを求めることができる。 
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第 6 章 検査 

1. 主任技術者は、竣工図等の書類検査または現地検査により、給水装置が構造・

材質基準に適合していることを確認すること。 

2. 給水装置の使用開始前に管内を洗浄するとともに、通水試験、耐圧試験及び水

質試験（残留塩素測定等）を行うこと。 

3. 工事検査において確認する内容は、表-1・表-2 のとおりである。  

 表－１ 書類検査  

検査項目 検査の内容 

位置図 
 工事箇所が確認できるよう、道路及び主要な建物等が記入されていること。

 工事箇所が明記されていること。 

平面図 

及び 

立体図 

 縮尺が記入されていること（1/100～1/300 とする。）。 

 方位が記入されていること。 

 建物の位置、構造がわかりやすく記入されていること。 

 道路種別等付近の状況がわかりやすいこと。 

 隣接家屋の境界が記入されていること。 

 分岐部のオフセットが記入されていること。 

 平面図と立体図が整合していること。 

 建物内及び地中部分の配管部分が明記されていること。 

 各部の材料、口径及び延長が記入されており、 

① 給水管及び給水用具は、性能基準適合品が使用されていること。 

② 構造・材質基準に適合した適切な施工方法がとられていること。 

  （水の汚染・破壊・侵食・逆流・凍結防止等対策の明記） 

 

 表－２ 現地検査  

検査種別及び検査項目 検査の内容 

屋外の 

検査 

1. 分岐部オフセット  正確に測定されていること。 

2. 量水器、 

量水器用止水栓 

 量水器は逆付け、偏りがなく、水平に取付けられ

ていること。 

 検針、取り替えに支障がないこと。 

 止水栓の操作に支障のないこと。 

 止水栓は、逆付け及び傾きがないこと。 

3. 埋設深さ  所定の深さが確保されていること。 

4. 給水管布設位置   竣工図面と整合すること。 

5. 筐・ます類  傾きがないこと、及び設置基準に適合すること。

6. 止水栓  スピンドルの位置が筐の中心にあること。 
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配 管 

1. 配管 

 延長、給水用具等の位置が竣工図面と整合する

こと。 

 配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポン

プに直接連結されていないこと。 

 配管の口径、経路、構造等が適切であること。 

 水の汚染、破壊、侵食、凍結等を防止するため

の適切な措置がなされていること。 

 逆流防止のための給水用具の設置、適切な吐

水口空間の確保等がされていること。 

 クロスコネクションがされていないこと。 

2. 接合  適切な接合が行われていること。 

3. 管種  性能基準適合品の使用を確認すること。 

給水 

用具 

1. 給水用具  性能基準適合品の使用を確認すること。 

2. 接続  適切な接合が行われていること。 

受水槽 1. 吐水口空間の測定 
 吐水口と越流面等との位置関係の確認を行うこ

と。 

機能検査 

 通水した後、各給水用具からそれぞれ放流し、

量水器経由の確認及び給水用具の吐水量、動

作状態などについて確認すること。 

水質の確認  残留塩素の確認を行うこと。 

耐圧試験 
 一定の水圧による耐圧試験で、漏水及び抜けそ

の他の異常がないことを確認すること。 

   

4. 水質について、表-3 の確認を行うこと。  

   

表－３ 水質の確認項目 

項 目 判定基準 

残留塩素（遊離） 0.1mg/ 以上 

臭 気 観察により異常でないこと。

味 〃 

色 〃 

濁 り 〃 
 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 



34 

5. 水圧試験方法 
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6. 標準施工図 

 

φ13 ㎜～φ25 ㎜の場合 

 

φ40 ㎜～φ50 ㎜の場合 
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φ75 ㎜～φ100 ㎜の場合 
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第 7 章 貯水槽水道 

 貯水槽水道とは 

市町等の水道事業者から供給される水のみを、ビルやマンション等の高い建物や

一時的に多量の水を使用する施設において、いったん受水槽まで送り、そこから各給

水栓（蛇口）に給水する水道施設のことをいう。受水槽に入るまでの水道水は市が水

質を管理するが、受水槽以降はその設置者（その建物の所有者）が責任をもって管理

することになっている(受水槽を持たないで、直結で高置水槽に給水する施設も含

む。)。 

受水槽以降の設備は、水道法第 3 条第 9 項に規定する給水装置に該当するもので

はない。設計や施工に関しては建築基準法及び関係設置基準、維持管理について

は水道法や条例等により、所有者等が行うこと。 

しかし、受水槽以降であっても給水装置の申込みを行うときには当市と設計や施工

に対して協議を行い、図面等の提出及び給水装置と同様の水圧検査を行うこと。 
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1 貯水槽水道の種類 

1) 簡易専用水道の管理等 

（1） 水槽の清掃は、1 年以内ごとに 1 回定期的に行うこと。 

（2） 水槽における有害物、汚水等によって水が汚染されることを防止するため、

点検等必要な措置を講ずること。 

（3） 1 年以内ごとに 1 回、厚生労働大臣の登録を受けた簡易専用水道検査機

関に依頼して、検査を行うこと。 

① 簡易専用水道に係る施設及びその管理に関する検査 

② 給水栓のおける水質検査 

③ 書類等の整理等に関する検査 

（4） 給水栓における水の色、濁り、臭いその他の状態により供給する水に異常

を認めたときは、水質基準に関する法令に規定するもののうち、必要な事

項についての検査を行うこと。 

（5） 供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知ったときは、直ちに

給水を停止し、かつ、その水を使用することが危険である旨を関係者に周

知する措置を講ずること。 

2) 小規模貯水槽水道の管理等 

（1） 水槽の清掃は、1 年以内ごとに 1 回定期的に行うこと。 

（2） 水槽における有害物、汚水等によって水が汚染されることを防止するため、

点検等必要な措置を講ずること。 

（3） 給水栓における水の色、濁り、臭いその他の状態により供給する水に異常

を認めたときは、水質基準に関する法令に規定するもののうち、必要な事

項についての検査を行うこと。 

（4） 供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知ったときは、直ちに

給水を停止し、かつ、その水を使用することが危険である旨を関係者に周

知する措置を講ずること。 

（5） 小規模貯水槽水道の設置者は、当該貯水槽水道の管理について、1 年に

1 回定期に給水栓における水の色、濁り、臭い及び味に関する検査並び

に残留塩素の有無に関する水質の検査を行うこと。 

 
 
 
 
 
 
 
 



様式第１号（第４条関係）

　　熱海市長　　あて

申込者（所有者）

印

　並びに加入金等の納入に係る一切の権限を委任します。

印

熱海市

〒

管理量水器の有無

口径 ｍｍ 個 水栓数 個

口径変更（ ） 個 既設量水器番号

その他 （ ）

（ 給水階 階 ）

　取出口径 ㎜ 区画 箇所

受水槽有効容量  ／ 高置水槽有効容量  

給水装置の種類 　有　／　無

工事の種類

使用者

　(2) 量水器の検針、取替等の管理に伴う給水装置設置場所へ立ち入ること（不在時を含む。）。

　(3) 給水装置及び市が貸与する量水器の適切な維持管理をすること。

２　申込みに当たり、下記の熱海市水道指定給水装置工事事業者を代理人とし、給水装置工事の申込手続及び施行に関すること、

熱海市水道指定給水装置工事事業者 所在地

名　称

連絡先※新設のみ記入

担当給水装置工事主任技術者

連絡先

給水装置の所在地

住　所

給 水 装 置 工 事 申 込 書
年　　　　月　　　　日

〒

住　所

（フリガナ）

氏　名

連絡先

熱海市水道条例第５条の規定により、次のとおり給水装置工事の申込みをします。

１　申込みに当たり、水道に関する関係法令、熱海市水道条例等を遵守し、次の事項を誓約します。

　(1) 不慮の事故、漏水等に伴う断水工事に全面的に協力すること。

（フリガナ）

氏　名

給水方法 簡易専用水道届 有　／　無

家屋の状態

分岐工事 新規取出　／　取出替　／　無　（既存）

新築

既存

専用栓　（一般用　／　共同浴場用）　／　特別栓　／　消火栓

新設 量水器

改造 量水器

金　　　額 調定年月日 備　　　考

伝票番号 　量水器 　その他 入力確認（料金担当） 年　　月　　日　　　　 

加入金 円

給水装置工事手数料 円

給水工事収入 円 料金開始年月

修繕 撤去
備
考

個　人　住　宅　／　集　合　住　宅

階建て

直結　／　受水槽

第　　　　　　　    号

通 知 書 番 号

ｍｍ → ｍｍ

分 岐 工 事 年 月 日 竣 工 検 査 年 月 日 完 成 番 号  水 系 番 号

　　年　　月　　日　　 　　年　　月　　日　　 　　　　　　　　　　　水 系

⑧

⑨

⑩

 

   

①

②

③

④

⑦

  

  

 

 

⑤ ⑥

  

 



土地家屋所有者 給水管所有者
私が所有する（　土地　／　家屋　）に給水装置を設置することに同意します。 私が所有する給水装置から分岐給水することに同意します。

なお、この同意に支障が生じたときは、当事者間で解決します。 なお、この同意に支障が生じたときは、当事者間で解決します。

印 印

　　　　　　　　　熱海市水道指定給水装置工事事業者 印

年 月 日

年 月 日

注：様式について　（太枠内を記入　両面印刷）
基本サイズ　日本工業規格　Ａ４　・用紙の厚さ　１１０ｋｇ相当紙

添付書類
【位置図】　①明確に記入すること。

②上部を北方向として、方位を記入すること。
③工事箇所を赤色の枠にて表示すること。

【平面図】 ①道路及び配水管の管種・管径・取出し方法などを明示すること。
②建物は、間取りを明示すること。
③新設配管の線は赤色とし、既設配管は黒色とすること。

【その他】 市長から提出を求められたもの。

担当課合議 ※担当課の確認を事前にすること
道路工事 有/無 （路線名　　　　　　　　　　　　　　）
(市道/国道/県道/私道/その他)

　名称

量水器

ｍｍ  　　年　　　月

工事監督費

個
止水栓筐 個

計
諸経費

住　所 住　所

（ﾌﾘｶﾞﾅ） （ﾌﾘｶﾞﾅ）

利害関係人同意欄 別紙同意書等 有　　／　　無   口径 　／　水圧　／　その他  （　　　　 　                    　　　　 　　　　）

氏　名 氏　名

ｍｍ

計

合計 円

下水道 有/無

受　付

課長 室長 主幹 室員

消費税 ％

個

人

　名　称

量水器筐

通知書番号

番　　　　号 検定満了年月 通知書番号口　　径 指　　　針
撤去年月日

区分　

ｍｍ  　　年　　　月

区　分　

指　　　針 備　　　考
ｍｍ  　　年　　　月

＜改造＞　改造等により撤去した量水器

 　　年　　　月

給水装置工事申込書の申込者欄及び利害関係人同意欄について、本人又は利害関係人が署名し、又は記名押印した
ことを証します。

ｍｍ

（裏） 

＜新設＞　新設等の量水器
口　　径

備　　　考

取付年月日
番　　　　号 検定満了年月

 　　年　　　月

備考 備考

ｍｍ  　　年　　　月
工　事　事　業　者　施　工　分 市　施　工　分

形状 単位 数量 形状 単位 数量 単価 金額

式

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮



給水装置工事申込書について

①　申込者(所有者）
自己所有又は所有者の承諾を得た土地建物に給水装置を設置する者
本人が署名又は記名押印すること。
所有者の変更がある場合は、所有者変更を行ったのち、申込みすること。

② 熱海市水道指定給水装置工事事業者
熱海市の指定を受けた者。登録してある所在地や名称及び給水装置工事主任技術者と同一であること。
担当給水装置工事主任技術者は、申込みの責務を負う者

③ 給水装置の所在地
住居表示で記入する。
新築等のため複数地番がある場合や、住居表示が定まらない場合は全地番を記入する。

④ 使用者
新設工事のみ記入する（既存の使用者がいるときは記入しない。）。
新設休止の場合も記入をすること。
水道料金の支払者の住所、氏名及び連絡先を記入する。
使用者の変更がある場合は、お客様センターで使用者変更すること。
本人が署名又は記名押印すること。

⑤ 給水装置の種類
専用栓

一般用　一般家庭用及び営業用その他として使用するもの。
共同浴場用　共同浴場用に使用するもの。

特別栓 熱海市水道条例４３条第１項の規定する、市長が定める特定開発事業に使用するもの。
消火栓（私設消火栓を含む。）　消防用に使用するもの。

該当項目に○をつける。
⑥ 管理量水器の有無

集合住宅等で管理量水器（熱海市が貸与する、各戸量水器の総和と比較する量水器）を設置しているかの有無。
該当項目に○をつける。

⑦ 工事の種類
新設工事 新たに給水装置を設ける工事をいう。　 を記入する。
改造工事 メーター口径の変更を伴う工事をいう。　 を記入する。
修繕工事

 を記入する。
撤去工事 給水装置を配水管、又は給水装置の分岐部から全部又は一部を取り外す工事をいう。

 を記入する。

 と工事内容を記入する。
説明が必要な工事の場合は、備考欄に詳細を記入すること。
該当項目に○をつける。

⑧ 家屋の状態
建替えも新築とする。
建物階数と給水装置及び給水装置以下で給水する最高位の階数を記入する。
該当項目に○をつける。

⑨ 分岐工事
該当項目に記入及び○をつける。

⑩ 給水方法
各水槽の有効容量を記入する。
該当項目に○をつける。

⑪ 利害関係人同意欄
別紙にて念書等の提出があるかの有無
申込者以外の土地、家屋や給水装置を使用する場合は、その所有者に同意を得ること。
所有者が複数の場合は別紙に同意事由を述べ提出すること。
本人が署名又は記名押印すること。該当項目に記入及び○をつける。

⑫ 指定給水装置工事事業者の確認
所有者の同意や利害関係者等が、署名又は記名押印したことについての確認のこと。

⑬ 工事事業者施工分使用材料表
使用する材料の形状、単位、数量を記入して、設計図面と整合していること。

給水管の口径、管種変更、給水栓の増減など、給水装置の原形を変える工事をいう（配水管
からの分岐箇所、分岐口径又は配管位置、給水栓の位置、数、管径や管種を変更するな
ど、給水装置の全部又は一部を取り替えることをいう。）。

その他工事

給水装置の原形を変えずに、給水管及び給水栓等の部分的な破損箇所を修理する工事を
いう(水道法第１６条の２第３項の厚生省令で定める給水装置の軽微な変更を除くものであり、
軽微な変更とは、単独水栓の取替え及び補修並びにコマ、パッキン等給水装置の末端に設
置される給水用具の部品の取替えをいい、配管を伴わないものに限られている。)。



⑭ 添付書類について
位置図
住宅地図等や手書きにより、上部を北方向として方位を記入すること。
道路や主要な建物を記入して、申込み場所を赤色の枠にて明確に表示すること。
平面図
縮尺は1/100～1/300の範囲で適宜作成し図面ごとに記入すること。
道路や敷地の輪郭、家屋の位置、間取りを明示すること。
配水管、給水管等の管種、口径等を明示すること。
給水栓等給水用具の取付位置を明示すること。
その他、工事施工上、必要とする事項（障害物等）を明示すること。

⑮ 主管課の合議
主管課に事前確認を行うこと。
国、県道は道路占用の申請が伴うため水道温泉課担当者と協議すること（通常の申込みより審査に日数を要する。）。
道路工事の有無及び道路の種類、路線名などの確認。確認印もしくはサインをもらうこと。
下水道の有無　確認印もしくはサインをもらうこと。
該当項目に記入及び○をつける。



給　水　装　置　工　事　完　成　届

　　　　　年　　　月　　　日

熱　海　市　長　あて

熱海市水道指定給水装置工事事業者 住　所

名　称  

担当給水装置工事主任技術者 氏　名

　下記の給水装置工事について水道に関する関係法令及び熱海市水道条例等に適合しているこ
とを確認したので、熱海市水道条例第8条第2項の規定により届け出ます。

記

住　所申込者(所有者）

氏　名

給水装置の所在地 　熱　海　市

量水器取付年月日 　　　　　年　　　月　　　日 給水装置工事完成年月日 　　　　　年　　　月　　　日

量 水 器 口　径 量水器番号 検定満了年月

備　考

注　太枠内のみ　指定給水装置工事事業者記入

検　査　の　結　果 検　査　年　月　日 検　査　員

添付書類
・完成図　

・写真 　水圧試験結果・残留塩素確認

主　幹

　　　　　年　　　月　　　日 　　　　　　　　　　　        　 

量水器設置場所　詳細 量水器指針 静水圧　　　　　　　　ＭＰａ 受　付　印

　　　　　　　　　　　 残留塩素　　　　　　　mg/ 

室　　員 お客様センター課　長 室　長

給水装置工事申込書と同一であること

提出日を記入すること

給水装置工事申込書と同一であること

設置した量水器の口径・番号・検定満了年月を記入すること、複数の場合は別紙にて一覧表を作成すること

提出前に、住居表示番号が決まれば記入するこ

と

年月日等は元号○○年○○月○○日と記入すること



申請建物

（建物 内部の配 管が当初と 異なる場合 は、その 図面も添付 すること）

M

①②

③

④

⑤

⑦

⑦⑥
⑥

⑧

⑥

例 　オフセット断面図
S = 1 : 1 0 0

縮尺は必 ず記入

N

方位 を記入

境界

境界
境 界

境界

※ 1  配 水管の管 種・口径

①　分岐部から境界までの距離

②　配水管から境界までの距離

③　境界から第一止水栓までの距離

④　境界から量水器までの距離
（原則として13～25 m mは1 . 0 m以内、40～5 0m mまでは1. 5 0 m以内）

⑤　境界から量水器までの距離

⑥　境界から境界までの距離

⑦　建築物の寸法

⑧　道路幅員（全幅員）

※ 1　 P Pφ 2 0

※
1
　

P
P
φ

2
5

※ 1  乙止 水栓φ 2 5

※ 1　配管の口径を記入すること。

※2　配管（給水管）の線は朱書きとすること。

P
E
φ

2
5

オフセット平面図

①　分岐部から境界までの距離　　　　　⑤　境界から量水器までの距離
②　配水管から境界までの距離　　　　　⑥　境界から境界までの距離
③　境界から１次止水栓までの距離　　　⑦　建築物の寸法
④　境界から量水器までの距離　　　　　⑧　道路幅員（全幅員）

(原則として13～25 m mは、1. 0 m以内、40～50 m mまでは1. 5 0 m以内）



官
民
境
界

①

②

⑤

③④

⑥

配水管（本管）の管種・口径
給水管の管種・口径

例　オフセット断面図
S = 1 : 5 0

②　官民境界から配水管までの距離

①　道路幅員

③　配水管頂から道路面までの深さ

④　給水管の最浅深さ

⑤　官民境界より第一止水栓までの距離

⑥　第一止水栓の深さ

※1　配管の口径を記入すること。

※2　配管（給水管）の線は朱書きとすること。
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